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平
成
26
年
度
事
業
計
画
及
び
予
算

医
療
保
険
制
度
及
び
年
金
制
度
に

関
す
る
要
望
に
つ
い
て

短
期
財
源
率
が
千
分
の
4
・
1 
6

引
き
上
が
り
ま
す

50
歳
代
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ミ
ナ
ー

開
催
！
／
他

え
ひ
め
共
済
会
館
利
用
料
金
改
定
の
お
知
ら
せ

地
共
済
年
金
財
政
の
現
状
に
つ
い
て

新
組
合
員
の
皆
さ
ん
へ

（
共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内
）

ボ
ー
ナ
ス
定
例
貯
金
を
始
め
ま
す
／
他

冨士山のつつじ（大洲市提供）
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●組合員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：人）
組 合 員 種 別 平成26年度末推計

一般組合員
一 　 般 　 職 12,675
特 　 別 　 職 47

市　 町　 村　 長　 組　 合　 員 19
特　 定　 消　 防　 組　 合　 員 1,723
長 期 組 合 員（ 特 別 職 ） 2
市 町 村 長 長 期 組 合 員 1
船　 員　 一　 般　 組　 合　 員 16
継　 続　 長　 期　 組　 合　 員 0

小 　 　 　 　 　 　 計 14,483
任　 意　 継　 続　 組　 合　 員 378

合 　 　 　 　 　 　 計 14,861

●所属所数　　　　　　　　
市 町 一部事務組合等 計
11 9 20 40

●各経理の収支推計　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）

収　入 支　出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理
11,296,162 11,505,160 △　 208,998
792,535 773,237 19,298

長 期 経 理 20,703,222 20,703,222 0
預託金管理経理 123,422 123,422 0
業 務 経 理 238,054 251,029 △　　12,975

保 健 経 理
406,367 435,836 △　　29,469
7,816 7,816 0

宿 泊 経 理 154,257 156,461 △　　　2,204
貯 金 経 理 789,232 565,838 223,394
貸 付 経 理 142,857 146,232 △　　　3,375
物 資 経 理 15,843 13,670 2,173
合 　 　 　 計 34,669,767 34,681,923 △　　12,156
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。    
※保健経理の欄の上段は保健事業、下段はメンタルヘルス対策事業の収支を示す。

区分

経理名
322,500

321,386

310,874
310,167

321,843

14,860人
14,716人

14,483人

321,005

24年度末
実績

長
期

短
期

25年度末
見込

26年度末
推計

組合員数及び平均給料月額の推移
（任意継続組合員を除く）

組合員数

平
成
26
年
度

　

平
成
26
年
2
月
27
日
開
催
の
第
1
8
6
回
組
合
会
で
、
平
成
26
年
度
事
業
計
画
及

び
予
算
が
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
度
も
組
合
員
数
が
減
少
す
る
中
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
対
す
る
納
付
金
等
の

増
加
や
社
会
経
済
情
勢
の
影
響
か
ら
、
大
変
厳
し
い
事
業
運
営
と
な
る
見
込
み
で
す
。 

　

特
に
、
短
期
経
理
、
業
務
経
理
、
保
健
経
理
、
宿
泊
経
理
及
び
貸
付
経
理
で
は
、

当
期
損
失
金
が
見
込
ま
れ
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
医
療
費
増
嵩
対
策
の
推
進
、
諸
経

費
の
削
減
を
図
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。
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（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

当期損失金　12,975
利息及び配当金　89

負担金
156,546
（65.8％）

連合会交付金
52,434
（22.0％）

その他　67

短期経理より繰入
28,918（12.2％）

その他（委託費・
賃借料・普及費など）
50,704（20.2％）

事務費負担金
69,576
（27.7％）

職員給与・
旅費・事務費
130,749
（52.1％）

251,029
（単位：千円）

支出収入
238,054
（単位：千円）

業
務
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
短
期
給
付
及
び
長
期

給
付
事
業
を
行
う
た
め
の
人
件
費
、
事
務

に
要
す
る
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
の
地
方
公
共
団
体
の
事
務
費
負

担
金
は
、
組
合
員
1
人
当
た
り
年
額
1
万

8
0
0
円
（
短
期
分
6
0
0
0
円
、
長
期

分
4
8
0
0
円
）
と
な
り
、
こ
の
う
ち
長

期
分
は
、
全
国
連
合
会
と
共
同
し
て
事
務

を
行
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
事
務
費
負
担

金
と
し
て
全
国
連
合
会
に
全
額
払
い
込
み

ま
す
が
、
組
合
は
全
国
連
合
会
か
ら
、
地

方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
及
び
全
国

連
合
会
の
事
務
費
を
除
い
た
額
を
連
合
会

交
付
金
と
し
て
、
組
合
員
1
人
当
た
り

3
6
4
4
円
を
受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
26
年
度
に
事
務
費
と
し
て

短
期
経
理
か
ら
繰
り
入
れ
る
額
は
、
組

合
員
1
人
当
た
り
1
9
9
5
円
と
な
り
ま

す
。
組
合
員
の
減
少
に
よ
り
財
政
状
況
は

年
々
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
ま
す
の
で
、

引
き
続
き
事
務
処
理
の
効
率
化
に
努
め
、

一
層
の
経
費
節
減
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成26年度）
掛　　　金　　　率 負　担　金　率

短　　　　期 長　　　　期
保健

短　　　　期 長　　　　期
保健

短期分 介護分 ４月～ ９月～ 短期分 介護分 ４月～ ９月～

一般組合員
一般職 61.80

(49.44)
7.60
(6.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

70.85
(56.68)

7.60
(6.08)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

特別職 49.44
(49.44)

6.08
(6.08)

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

56.68
(56.68)

6.08
(6.08)

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

市 町 村 長 組 合 員 49.44
(49.44)

6.08
(6.08)

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

56.68
(56.68)

6.08
(6.08)

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

市町村長長期組合員 2.16
(2.16) －

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

2.16
(2.16) －

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

特 定 消 防 組 合 員 61.80
（49.44)

7.60
(6.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

70.85
（56.68)

7.60
(6.08)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

船 員 一 般 組 合 員 66.90
(53.52)

7.60
(6.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

74.80
(59.84)

7.60
(6.08)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

継 続 長 期 組 合 員 － － 103.5625
(82.85) － － － 103.9375

(83.15) －

特別財政調整
負 担 金 率

育児・介護
公的負担金率

基 礎 年 金
公的負担金率

一 般 組 合 員（ 一 般 職 ）
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.25
(0.20)

0.4
(0.32)

47.75
(38.2)

市 町 村 長 組 合 員
一 般 組 合 員（ 特 別 職 ）

0.20
(0.20)

0.32
(0.32)

38.2
(38.2)

市 町 村 長 長 期 組 合 員 － 0.32
(0.32)

38.2
(38.2)

継 続 長 期 組 合 員 － － 47.75
(38.2)

注１　表中上段は、給料の額に乗じる率。下段（　　　）は、期末手当等に乗じる率となっています。
　２　　　　　については、4月1日から変更になった部分です。
　３　平成26年9月以降の長期給付に係る掛金・負担金率は、財政再計算のため未定です。

区　分

組合員種別

区　分
組合員種別

（単位：‰）

平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
被
扶
養

者
の
医
療
に
係
る
給
付
、
出
産
・
休
業
・

災
害
な
ど
に
係
る
給
付
及
び
介
護
保
険
制

度
の
運
営
に
必
要
な
資
金
の
収
納
及
び
納

付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
短
期
給
付
関
係
】

　

今
年
度
の
医
療
費
や
出
産
費
な
ど
の
保

健
給
付
は
39
億
3
7
7
0
万
円
と
な
り
、

前
年
度
見
込
額
よ
り
7
4
9
0
万
円
の
減

少
と
な
り
ま
す
が
、
高
齢
者
医
療
制
度
に

対
す
る
納
付
金
等
の
総
額
は
前
年
度
見

込
額
よ
り
5
億
5
0
0
0
万
円
増
の
56
億

3
7
8
0
万
円
と
な
り
、
短
期
給
付
に
係

る
支
出
に
占
め
る
割
合
は
、
過
去
最
高
の

55
%
に
及
ぶ
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
財
源
率
は
、
前
年
度
よ

り
4
・
1 

6
‰
引
き
上
げ
た
1
1
3
・
3 

6
‰
と
な
り
、
こ
の
う
ち
高
齢
者
医
療
制

度
の
支
援
に
要
す
る
財
源
率
（
特
定
保
険

料
率
）
は
、
63
・
1 

2
‰
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
今
年
度
も
前

年
度
に
引
き
続
き
全
国
連
合
会
か
ら
調
整

交
付
金
及
び
特
別
調
整
交
付
金
を
受
け
る

厳
し
い
予
算
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
26
年
度
か
ら
の
制
度
改
正

と
し
て
、
産
前
・
産
後
休
業
期
間
中
の
掛
金

及
び
負
担
金
が
、
育
児
休
業
期
間
中
と
同

様
に
免
除
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
ま
た
、
育

児
休
業
手
当
金
の
給
付
率
が
、
平
成
26
年

4
月
1
日
以
降
育
児
休
業
を
開
始
す
る
組

合
員
は
、
育
児
休
業
開
始
時
か
ら
1
8
0

日
に
達
す
る
ま
で
は
、
50
%
か
ら
67
%
に
引

き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

※
財
調
整
事
業
及
び
特
別
財
政
調
整
事
業

の
詳
細
に
つ
い
て
は
10
Ｐ
を
、
医
療
制
度

改
正
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
別
冊
の
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
介
護
保
険
関
係
】

　

介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
40
歳
以
上
65

歳
未
満
の
組
合
員
に
つ
い
て
、
共
済
組
合

が
保
険
料
を
収
納
し
、
社
会
保
険
診
療
報

酬
支
払
基
金
に
納
付
し
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
介
護
給
付
費
の
増
加
に

よ
る
1
人
当
た
り
負
担
額
が
前
年
度
よ
り

5
・
8
%
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
介
護

納
付
金
が
前
年
度
よ
り
も
6
1
4
0
万
円

増
の
7
億
7
2
5
0
万
円
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
財
源
率
は
、
前
年
度
よ
り

1
・
2
‰
引
き
上
げ
た
12
・
1 

6
‰
と
な

り
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
12,298,397
（単位：千円）

収入
12,088,697
（単位：千円）

当期短期損失金
208,998

その他（連合会払込金など）
766,062（6.2％）

次年度繰越支払準備金
679,330（5.5％）

介護納付金
772,475（6.3％）

業務経理へ繰入
28,918（0.2％）

短期掛金・負担金
9,506,939（78.6％）

前年度繰越支払準備金
693,249（5.7％）

介護掛金・負担金
792,531（6.6％)

調整交付金・
特別調整交付金
646,517（5.4%）

その他
449,461（3.7％）

給付金
（保健・休業・災害）
4,314,337
（35.1％）

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金
　　　　　5,275,215
 （43.0％）

当期介護利益金
19,298

附加給付・
一部負担金払戻金
79,436（0.7％）

老人保健・退職者
給付拠出金
362,624（3.0％）

短
期
経
理

●短期経理収支状況

利
益
金

不
足
金

－75,336

193,280

-59,905

-189,700

-51,743

（千円）

139,227

93,714

20年度
実績

21年度
実績

22年度
実績

23年度
実績

24年度
実績

25年度
見込

26年度
推計

（注）介護保険の収支を含んだ短期経理の収支状況となっています。

350,000

250,000

150,000

50,000

-50,000

-150,000

-250,000

-350,000

平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
で
は
、
年
金
の
原
資
と
な
る

掛
金
・
負
担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会

の
長
期
経
理
へ
納
付
し
て
い
ま
す
。

　

財
源
率
は
、
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連

合
会
定
款
で
、
全
国
の
地
方
公
務
員
は
一

律
に
定
め
ら
れ
て
お
り
、
同
連
合
会
に
お

い
て
共
済
年
金
制
度
が
将
来
に
亘
っ
て
収

支
の
均
衡
を
保
っ
て
い
け
る
か
検
証
す
る

た
め
、
5
年
に
一
度
財
政
再
計
算
を
行
っ

て
い
ま
す
。

　

現
在
の
財
源
率
は
、
平
成
21
年
度
の
財

政
再
計
算
に
よ
り
、
平
成
25
年
ま
で
毎
年

9
月
に
3
・
5
4
‰
引
上
げ
ら
れ
て
き
ま

し
た
が
、
平
成
26
年
は
財
政
再
計
算
の
年

と
な
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
本
年
9
月
以

降
の
財
源
率
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
ら
、
本

紙
、
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

※
財
政
再
計
算
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、

12
P
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

掛金
7,377,551
（35.6％）

負担金
13,325,671
（64.4％）

掛金払込金
7,377,551
（35.6％）

負担金払込金
13,325,671
（64.4％）

支出
20,703,222
（単位：千円）

収入
20,703,222
（単位：千円）

長
期
経
理

平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

保
健
経
理

保

健

関

係

人間ドック利用助成
保 養
関 係

愛媛共済会館利用助成

脳 ド ッ ク 利 用 助 成 新婚・銀婚等利用助成

が

ん

検

診

等

補

助

ミ ニ
ドック

眼 底 検 診 福 祉 施 設 利 用 助 成

大腸がん検診
研修会
等関係

労働安全衛生業務担当者研修会

H b A 1 c ライフプランセミナー

肺がん
検 診

デジタルCR 健 康 講 習 会 補 助

ヘリカルCT

その他

電話健康・メンタルヘルス相談

胃 が ん 検 診 県・市町連携によるメンタルヘルス対策事業

子 宮 が ん 検 診 そ の 他

乳 が ん 検 診 特 定
健康診査
等 関 係

特 定 健 康 診 査

前 立 腺 が ん 検 診 特 定 保 健 指 導

肝 炎
ウイルス
検 診

ＨＢ s抗原

ＨＣＶ抗体

インフルエンザ予防接種補助

はり・きゅう施術料助成

事 業 の 種 類

（単位：百万円）

50

100

150

200

250

300

350

301

保
健
関
係

13

保
養
関
係

8

県
・
市
町
連
携
に
よ
る

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
事
業

2

研
修
・
講
習
会
等
関
係

2

そ
の
他

21

特
定
健
康
診
査
・

特
定
保
健
指
導

種類別事業計画額

0

　

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
被
扶
養
者

の
健
康
の
保
持
・
増
進
の
た
め
、
人
間
ド
ッ

ク
等
の
利
用
助
成
と
特
定
健
康
診
査
・
特
定

保
健
指
導
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
人
間
ド
ッ
ク
等
の
利
用
促

進
を
図
る
た
め
、
助
成
額
を
前
年
度
よ
り

3
0
0
0
円
引
き
上
げ
2
万
7
0
0
0
円
と

し
、
1
万
1
3
2
9
人
の
利
用
を
見
込
ん
で

お
り
ま
す
。

　

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
な
ど
の
保
健
関

係
及
び
え
ひ
め
共
済
会
館
利
用
助
成
な
ど
の

保
養
関
係
等
、
保
健
事
業
に
要
す
る
費
用

は
、
前
年
度
よ
り
2
0
3
0
万
円
増
の
3
億

2
5
2
0
万
円
を
見
込
ん
で
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
7
年
目
と
な
る
特
定
健
康
診
査
・

特
定
保
健
指
導
に
つ
い
て
は
、
実
施
計
画
で

定
め
た
目
標
値
達
成
の
た
め
、
引
き
続
き
保

健
師
が
所
属
所
に
お
伺
い
し
、
指
導
対
象
者

の
生
活
習
慣
病
予
防
に
対
す
る
意
識
の
向
上

及
び
健
康
状
態
の
改
善
に
努
め
て
ま
い
り
ま

す
の
で
、ご
理
解
、ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
24
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る

県
・
市
町
連
携
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対

策
事
業
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
も
構
成
団
体

か
ら
の
補
助
金
に
よ
り
実
施
い
た
し
ま
す
。

※
人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
額
の
引
上
げ
に

つ
い
て
は
、
11
P
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

利息及び配当金　115

掛金・負担金
406,252（98.1％）

補助金
7,816（1.9％）

当期損失金
29,469 その他

44,926（10.1％）宿泊経理へ繰入
26,000（5.9％）

連合会分担金
3,873（0.9％）

職員給与・
旅費・事務費
22,343
（5.0％）

特定健康診査等費
21,360（4.8％）

厚生費
325,150（73.3％）

収入
414,183
（単位：千円）

支出
443,652
（単位：千円）



　

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
皆
さ
ま
か
ら

お
預
か
り
し
た
資
金
を
安
全
か
つ
効
率
的

に
運
用
し
て
、
よ
り
有
利
な
利
息
を
ご
提

供
し
、
組
合
員
皆
さ
ま
の
生
活
設
計
に
寄

与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
事
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。

　

今
年
度
も
貯
金
利
率
は
年
1
・
0
%
と

し
、
年
度
末
の
貯
金
残
高
は
5
1
3
億
円
、

1
人
当
た
り
の
貯
金
額
は
5
7
1
万
円
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

貯
金
経
理
の
資
産
は
、
本
組
合
で
定
め

る
資
金
の
管
理
・
運
用
基
準
に
基
づ
き
、

安
全
第
一
に
国
債
や
地
方
債
な
ど
の
債
券

を
中
心
と
し
た
運
用
の
ほ
か
、
積
立
金
の

一
部
を
物
資
事
業
の
資
金
と
し
て
貸
し
付

け
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
今
年
度
か
ら
、
組
合
員
皆
さ
ま

の
ご
要
望
を
踏
ま
え
、
共
済
貯
金
利
用
者

の
利
便
性
を
図
る
た
め
、
期
末
勤
勉
手
当

か
ら
の
控
除
に
よ
る
定
例
貯
金
を
開
始
い

た
し
ま
す
。

※
期
末
勤
勉
手
当
か
ら
の
控
除
に
よ
る
定

例
貯
金
つ
い
て
は
、15
P
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

証券投資信託
900,000(1.60%)

貯
金
経
理
の
資
産
運
用
計
画

資産総額　５６１億９３５２万１千円
（単位：千円）

0 20 40 60 80 100

預金
18,897,881
（33.63%）

地方債
7,096,130
（12.63%）

国債6,679,588（11.89%）

政保債等
13,089,585
（23.29％）

公営企業債2,192,335（3.90％）
社債
4,696,320（8.35％）

円貨建外国債2,993,000（5.33％）

長期貸付金
426,000
（0.76％）

その他
122,682
（0.22％）

貯金事業の現況（平成26年度末推計）
貯金者数　8,986人

貯金額　513億円

１人当たり貯金額　571万円

加入率　60.5％

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

当期利益金
167,366

その他
2,182（0.3％）

利息及び配当金
787,050（99.7％）

その他
25,637
（4.5％） 支払利息

510,581（90.2％）

職員給与・
旅費・事務費
29,620（5.3％）

当期利益金
223,394 支出

565,838
（単位：千円）

収入
789,232
（単位：千円）
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貯
金
経
理

平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
皆
さ
ま
の

住
宅
建
設
・
購
入
資
金
、
入
学
・
修
学

等
の
教
育
資
金
や
臨
時
の
出
費
等
に
対

し
、
資
金
の
貸
付
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
に
よ
り
、
貸
付
件

数
、
貸
付
金
残
高
と
も
に
年
々
減
少
し
て

き
て
お
り
、
年
度
末
の
貸
付
残
高
は
、
前

年
度
末
よ
り
8
億
8
0
6
0
万
円
減
の

48
億
5
6
2
0
万
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

な
お
、
今
年
度
か
ら
、
貸
付
事
業
の

利
用
促
進
を
図
る
た
め
、
全
国
連
合
会

の
貸
付
債
権
共
同
保
全
事
業
の
基
準
が

見
直
さ
れ
、
4
0
0
万
円

を
超
え
る
住
宅
貸
付
等

に
義
務
付
け
ら
れ
て
い
た

抵
当
権
の
設
定
及
び
抵
当

権
の
設
定
が
不
要
な
貸
付

け
に
係
る
貸
付
利
率
に

付
加
さ
れ
て
い
た
年
0
・

0
6
%
の
一
部
負
担
金
が

廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

引
き
続
き
償
還
能
力
な

ど
の
事
前
審
査
を
強
化

し
、
所
属
所
と
連
携
を
図

り
な
が
ら
貸
付
事
故
（
自

己
破
産
、
民
事
再
生
手
続

な
ど
に
よ
る
貸
倒
れ
）
防

止
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す

の
で
、
ご
理
解
、
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

※
抵
当
権
の
設
定
及
び
一

部
負
担
金
の
廃
止
に
つ
い

て
は
、
15
P
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

　

こ
の
経
理
は
、
財
形
住
宅
貸
付
事
業
に
係
る

資
金
の
貸
付
を
行
う
経
理
で
、
全
国
連
合
会
か

ら
資
金
を
調
達
し
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
1
8
0
0
万
円
の
借
入
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合

（　）内は収入に占める割合

その他
（賃借料・負担金など）
7,683（5.3％）

支払利息
120,432（82.4％）

連合会払込金
7,517（5.1％）

職員給与・
旅費・事務費
10,600（7.2％）

当期損失金
3,375

組合員貸付金利息
141,385（99.0％）

利息及び配当金
852（0.6％）
連合会交付金
620（0.4％）

支出
146,232
（単位：千円）

収入
142,857
（単位：千円）

貸
付
経
理

財
形
経
理

●平成26年度末貸付金推計　　
種　　　類 件数（件） 金額（千円） 割合（％）

普 通 貸 付 1,221 1,083,902 22.32 

住 宅 貸 付 1,082 3,162,560 65.12 

在宅介護対応住宅貸付 39 68,672 1.41 

災 害 貸 付 3 18,740 0.39 

特 別 貸 付 512 520,949 10.73 

高額医療貸付 1 1,000 0.02 

出 産 貸 付 1 420 0.01 

合 計 2,859 4,856,243 100.00

（　）内は支出又は収入に占める割合

（単位：千円）

保険料
18（12.1％）

支払利息
131（87.9％）

財形貸付金利息
131（87.3％）

利息及び配当金
1（0.7％）

当期利益金
1

保険負担金
18（12.0％）

収入
150

支出
149
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こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
皆
さ
ま
が
、

本
組
合
の
契
約
業
者（
指
定
店
）か
ら
自
動

車
や
家
電
製
品
な
ど
を
購
入
す
る
際
に
、

購
入
代
金
を
本
組
合
が
一
括
し
て
立
替
払

い
す
る
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
等
に
よ
り
、
利
用
件

数
、
利
用
金
額
と
も
に
年
々
減
少
し
て
お

り
ま
す
が
、
今
年
度
は
1
億
8
8
6
0
万

円
の
販
売
を
見
込
ん
で
お
り
、
年
度
末
で

2
2
0
万
円
の
当
期
利
益
金
を
見
込
む
予

算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
事
業
に
要
す
る
資
金
は
、

貯
金
経
理
か
ら
の
借
入
金
が
充
て
ら
れ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
組
合
員
一
人
当
た
り
利
用

限
度
額
は
2
0
0
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

※
契
約
業
者（
指
定
店
）は
、
別
冊「
契
約
業

者（
指
定
店
）名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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物
資
経
理

●平成26年度事業の概要

販 売 品 目

電気製品、家具、自動車、自
転車、自動二輪車、時計、貴
金属、眼鏡、洋服、図書、楽器、
ストックハウス、住宅附帯設
備、スポーツ・レジャー用品、
呉服、健康器具等

販 売 方 法 店頭・巡回・通信販売

利 潤 率 平均　0.71％

購入制限額 200万円

指 定 店 数 154店

月 賦 期 間 2回～60回

債 務 保 証 官公庁等共済組合一般資金貸
付保険により行う

販売見込額 188,640千円

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

その他
530（3.3％）

受取手数料
15,313（96.7％）

支払利息
5,454
（39.9％）

保険料
1,240（9.1％）

職員給与・
旅費・事務費
2,958（21.6％）

その他
（普及費・
賃借料など）
4,018
（29.4％）

当期利益金
2,173
当期利益金
2,173

支出
13,670
（単位：千円）

収入
15,843
（単位：千円）

宿
泊
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、「
え
ひ
め
共
済
会
館
」

の
経
営
・
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
は
、
営
業
開
始
40
周
年
を
迎
え
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。
組
合
員
、
ご
家
族
そ

し
て
年
金
受
給
者
皆
さ
ま
の
長
年
の
ご
愛

顧
に
心
か
ら
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

経
営
環
境
は
大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
り

ま
す
が
、
今
年
度
も
安
心
・
安
全
な
施
設

と
し
て
、「
四
国
旅
劇
場
第
2
幕
」、「
ビ

ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
」、「
四
季
の
伊
予
路
プ
ラ

ン
」
及
び
「
宿
泊
サ
ポ
ー
ト
プ
ラ
ン
」
な

ど
多
種
多
様
な
プ
ラ
ン
を
ご
用
意
し
、
一

層
の
サ
ー
ビ
ス
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
の

で
、
宿
泊
、
会
議
、
会
食
に
是
非
ご
利
用

く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
本
年
4
月
1
日

か
ら
の
改
定
後
の
利
用
料

金
に
つ
い
て
は
11
Ｐ
を
、

各
種
プ
ラ
ン
の
詳
細
に
つ

い
て
は
、
え
ひ
め
共
済
会

館
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

●年間利用計画　　　　　　　　
宿　　　泊 宴集会

利用人数 14,819人
（組合員7，743人／その他7，076人） 1,463件

年間収入 57,712千円 29,641千円

部門区分

平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

当期損失金
2,204

施設収入
87,353
（56.6％）

その他
（賃借料など）
40,904
（26.5％）

保健経理
より繰入
26,000
（16.9％）

修繕費
2,500（1.6％）

商品仕入
396（0.3％）

光熱水料
14,004（8.9％）

委託管理費
18,182（11.6％）

その他
73,262
（46.8％）

職員給与・
旅費・事務費
48,117（30.8％）

収入
154,257
（単位：千円）

支出支出
156,461
（単位：千円）



　わが国の社会保障制度は、平均寿命の伸長や出生数の減少により少子・高齢化が進行する中、特に医療給付費は、
高齢化と医療技術の高度化により年々膨らんでおり、大変厳しい状況に直面しています。
　本組合においては、組合員数の減少や給与の伸びが見込まれない中、前期高齢者納付金、後期高齢者支援金などの
高齢者医療制度への負担が短期財政を大きく圧迫し、短期経理の支出に占めるこれら納付金等の負担総額の割合は、
平成19年度に40%を超えるに至り、平成25年度以降は50%を超える状況となっております。
　これは、本組合の前期高齢者納付金の算定基礎となる前期高齢者加入率が、全国平均を大きく下回っていることな
どが要因となっております。このような中、プログラム法において、平成26年度中に検討するとされている後期高齢
者支援金の全面総報酬割が導入された場合には、更に短期財政は厳しくなることが予想されます。
　医療費安定化計画に基づき医療費節減に取り組んでおりますが、高齢者医療制度への納付金等の増減の波が短期財
政に大きく影響を及ぼし、本組合の短期財源率は過去最高水準に達しており、組合員、地方公共団体にとって負担が
増大している状況となっています。
　一方、年金制度については、被用者年金一元化法が成立し、平成27年10月から厚生年金に加入するとともに、公的
年金としての3階部分（職域部分）廃止後の新たな年金として、「年金払い退職給付」が創設されることとなります。
　地方公務員制度の根幹となる医療保険制度、年金制度は、大きな変革の時期を迎えようとしておりますが、これら
制度が持続可能な制度として維持堅持されますよう、全国市町村職員共済組合連合会におかれましては、このような
状況をご高察していただき、ご尽力賜りたく、下記事項について要望いたします。

記
1　医療保険制度関係
（ 1）前期高齢者納付金については、国庫負担投入を図るとともに前期高齢者の加入率の低い保険者の負担が過大にな
らないよう、保険者間の財政調整のあり方について十分検討し、安定した財政運営が確保される制度とされたい。

（ 2）後期高齢者支援金については、国庫負担を拡充し、公正で公平な合理性のある納得できる仕組みを構築されたい。
また、後期高齢者支援金の全てを総報酬割とする措置の検討に当たっては、共済組合の負担が増加することが予測
されることから、将来の高齢社会の進展や医療費増高の見通しの上に立って、慎重に検討されたい。

（ 3）高齢者医療制度への支援の問題については、全国市町村職員共済組合連合会においても大きく議論を深めるとと
もに、制度改革の早期実現のため、国への要望を積極的に行っていただきたい。

2　年金制度関係
（ 1）平成27年10月からの被用者年金一元化の施行に当たっては、関係者の意見を十分に踏まえ、年金受給者、日本年
金機構、共済組合等の間で混乱を生じない体制とされたい。

（ 2）新たに創設される「年金払い退職給付」については、組合員が安心して職務に専念できるとともに、有為な人材の
確保を図る上からも、制度の安定的運営と維持できる体制を構築していただきたい。

　以上、決議する。平成26年2月27日　　　　　　　　　　　　　　　　 愛媛県市町村職員共済組合　第186回組合会

医療保険制度及び年金制度に関する要望について

（　）内は支出に占める割合

（　）内は収入に占める割合

利息及び配当金
123,422（100%）

支払利息
123,422（100%）

収入
123,422
（単位：千円）

支出
123,422
（単位：千円）

預
託
金
管
理
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
長
期
給
付
事
業
（
年
金
業
務
）
を
一

元
的
に
処
理
し
て
い
る
全
国
連
合
会
か
ら
長
期
給
付
積
立

金
の
一
部
を
預
託
さ
れ
、
管
理
・
運
用
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

年
度
末
の
預
託
運
用
額
は
、
普
通
預
金
・
定
期
預
金
で

の
短
期
運
用
資
金
3
億
1
3
8
0
万
円
、
組
合
員
に
対
す

る
貸
付
金
の
資
金
と
し
て
の
貸
付
経
理
へ
の
貸
付
金
45
億

7
2
0
0
万
円
、
縁
故
地
方
債
1
億
3
1
8
0
万
円
な
ど

50
億
1
7
6
0
万
円
余
り
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

な
お
、
運
用
収
入
1
億
2
3
4
0
万
円
は
、
全
額
を
全

国
連
合
会
へ
支
払
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。
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平成26年度平成26年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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【
調
整
交
付
金
・
特
別
調
整
交
付
金
】

　

短
期
給
付
に
要
す
る
費
用
は
、
組
合
員
と
市

町
村
が
掛
金
・
負
担
金
と
し
て
折
半
負
担
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
法
定
給
付

に
要
す
る
掛
金
率
が
一
定
以
上
に
な
る
場
合
は
、

全
国
連
合
会
の
財
政
調
整
事
業
に
よ
る
調
整
交

付
金
（
短
期
経
理
の
財
政
窮
迫
組
合
に
対
す
る

財
政
支
援
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
構

成
組
合
間
で
の
掛
金
の
不
均
衡
が
調
整
さ
れ
、

組
合
員
の
負
担
が
重
く
な
ら
な
い
よ
う
に
な
っ

て
い
ま
す
。 

　

調
整
交
付
金
の
平
成
26
年
度
の
交
付
条
件
は
、

「
法
定
給
付
に
要
す
る
掛
金
率
が
基
準
掛
金
率

を
超
え
て
い
る
こ
と
」（
別
図
の
と
お
り
）
及

び
「
一
部
負
担
金
払
戻
金
等
の
基
礎
控
除
額
が

2
万
5
千
円
（
上
位
所
得
者
は
4
万
1
千
円
）

以
上
で
あ
る
こ
と
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
調
整
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る

場
合
は
、
調
整
交
付
金
の
交
付
条
件
に
加
え
て
、

「
短
期
給
付
財
政
安
定
化
計
画
」
を
策
定
し
、
各

種
の
対
応
策
を
講
じ
、
短
期
給
付
財
政
の
健
全

化
に
努
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
全
国
の
厳
し
い
財
政
状
況
を
受
け
て
、

財
政
調
整
基
準
掛
金
率
も
引
き
上
げ
ざ
る
を
得

な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

―
 

平
成
26
年
度
短
期
経
理（
予
算
） ―

　

平
成
26
年
度
の
短
期
経
理
は
、
支
出
に
お
い
て
は
、
高
齢
者

医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金
等
の
合
計
が
前
年
度
よ
り
約
5
億

5
0
0
0
万
円
増
加
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
収
入
に
お

い
て
も
、
組
合
員
数
の
さ
ら
な
る
減
少
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
標

準
給
与
総
額
の
伸
び
が
期
待
で
き
な
い
た
め
、
短
期
財
源
率
は
千

分
の
4
・
1 

6
引
き
上
げ
て
、
千
分
の
1
1
3
・
3 

6
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
引
き
続
き
全
国
連
合
会
か
ら
調
整
交
付
金
及
び

特
別
調
整
交
付
金
の
交
付（
別
表「
調
整
交
付
金
・
特
別
調
整
交
付

金
の
状
況（
愛
媛
県
）」の
と
お
り
）を
受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。 

　

な
お
、
当
該
調
整
交
付
金
を
受
け
る
基
準
と
な
る
財
政
調
整
基

準
掛
金
率
が
、
平
成
26
年
度
は
千
分
の
48
か
ら
千
分
の
49
に
引
き

上
げ
ら
れ
、
法
定
給
付
に
係
る
掛
金
率
が
千
分
の
49
か
ら
千
分
の

50
ま
で
の
部
分
は
調
整
交
付
金
、
千
分
の
50
を
超
え
る
部
分
は
特

別
調
整
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
の
で
、
平
成
26
年
度
も
財

政
安
定
化
計
画
を
策
定
し
、
医
療
給
付
の
適
正
化
に
努
め
る
と
と

も
に
、
平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
ま
す
特
定
健
康
診
査
及
び

特
定
保
健
指
導
に
積
極
的
に
取
り
組
む
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。
皆

さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

平成２6年度  短期給付財政調整事業･特別財政調整事業の概要

（単位：‰）

区　　分
期 末 手 当 等 給 料

掛　金 負担金 合　計 掛　金 負担金 合　計
定 款 本 則 ① 56.68 56.68

0.00
0.00

0.00
0.00

113.36 70.85 70.85 141.70
特別財政調整② 6.24 6.24 7.80 7.80
財 政 調 整 ③ 1.00 1.00 1.25 1.25
実質 ( ① - ② - ③） 49.44 56.68 106.12 61.80 70.85 132.65

期末手当等に係る率 給料に係る率

7.80

10006.24

1000 1.25

1000

（基準掛金率）
49.00

1000

113.36

1000

負担金率 （基準掛金率） 負担金率
56.24

1000

61.25

1000

70.30

1000

附加給付等
財 源 率 0.44

10000.88

1000

法 定 給 付
財　源　率
112.48

1000

0.44

1000

0.55

1000

0.55

1000

法 定 給 付 = Ａ － Ｂ
（10,045,336千円）

Ａ
保健給付、休業給付（育児休業手
当金、介護休業手当金を除く。）、
老人保健拠出金、退職者給付拠出
金、前期高齢者支援金、後期高齢
者納付金、病床転換支援金、一部
負担金返還金、短期任意継続掛金
還付金、連合会払込金、育児・介
護休業手当金拠出金、支払準備金
増減額、業務経理への繰入れ、前
年度欠損金（法定給付分）

Ｂ
高額医療交付金、補助金、短期利
息及び配当金、償還差益、賠償金、
雑収入、公的負担金、欠損金補て
ん積立金及び短期積立金（前年度
の調整交付金等を控除した額）

附加給付等（78,724千円）

②

③

（①－②－③）
実質掛金率

（別図）

合 　 　 計
財　源　率

①

1.00

1000

（掛金） （負担金）
（掛金） （負担金）

一部負担金払戻金・家族療養費附
加金・家族訪問看護療養費附加金
（基礎控除額25,000円　上位所
得者41,000円）、埋葬料附加金、
家族埋葬料附加金、支払利息、前
年度欠損金（附加給付分）

基準掛金率50/1000
（特別財政調整適用）
120,955千円

基準掛金率49/1000
（財政調整適用）
19,362千円

基準掛金率62.5/1000
（特別財政調整適用）
436,348千円

基準掛金率61.25/1000
（財政調整適用）
69,852千円

（別表） 調整交付金・特別調整交付金の状況（愛媛県）　　　　　    （単位：千円）

年　度 調整交付金 特別調整交付金 合　計

平成17年度 0 0 0
平成18年度 165,403 70,119 235,522
平成19年度 160,160 283,888 444,048
平成20年度 156,716 123,415 280,131
平成21年度 150,100 35,560 185,660
平成22年度 143,880 193,001 336,881
平成23年度 140,913 112,846 253,759
平成24年度 0 0 0
平成25年度（見込） 88,900 444,977 533,877
平成26年度（予算） 89,214 557,303 646,517

短
期
財
源
率
が
千
分
の
4
・
1 

6

引
き
上
が
り
ま
す



　共済だより 4月号 Vol.27911

　

50
歳
代
は
、
公
務
員
と
し
て
の

残
り
の
時
間
を
有
意
義
に
過
ご
す

た
め
に
も
、
退
職
後
の
人
生
を
充

実
し
た
も
の
に
す
る
た
め
に
も
、

い
っ
た
ん
立
ち
止
ま
っ
て
自
身
の

人
生
設
計
を
考
え
る
時
期
で
す
。

　

共
済
組
合
で
は
、
ラ
イ
フ
プ
ラ

ン
の
三
本
柱
で
あ
る「
生
き
が
い
」・

「
健
康
」・「
家
庭
経
済
」
等
に
係
る

情
報
の
提
供
及
び
生
活
設
計
づ
く

り
支
援
の
た
め
に
、
地
域
社
会
ラ

イ
フ
プ
ラ
ン
協
会
及
び
明
治
安
田

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
㈱
か
ら

講
師
を
迎
え
、
愛
媛
県
市
町
村
職

員
互
助
会
と
共
同
で
ラ
イ
フ
プ
ラ

ン
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
ま
す
。

○
開
催
日

　

平
成
26
年
7
月
23
・
24
・
25
日 

　
（
地
区
別
に
3
日
間
開
催
）

○
対
象
者

　

50
歳
以
上
の
組
合
員

○
定
員

　

2
2
0
名

○
参
加
希
望
者
の
募
集
方
法

　

6
月
に
、
所
属
所
の
共
済
事
務
担

当
課（
係
）を
通
じ
て
募
集
し
ま
す
。

　

前
年
度
参
加
者
の
ア
ン
ケ
ー
ト

で
は
「
も
っ
と
早
く
参
加
し
て
い

れ
ば
よ
か
っ
た
」
と
の
ご
感
想
を

多
く
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
是

非
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

50
歳
代
の

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン

セ
ミ
ナ
ー
開
催

是非ご参加ください！

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成

　

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
の
助

成
額
を
、
2
4,
0
0
0
円
か
ら

2
7,
0
0
0
円
に
引
き
上
げ
ま
す
。

　

な
お
、
共
同
し
て
実
施
し
て
い
る

愛
媛
県
市
町
村
職
員
互
助
会
の
補

助
金
は
1,
0
0
0
円
で
変
更
あ
り

ま
せ
ん
。

　

利
用
者
の
一
部
負
担
金
額（
自
己

負
担
額
）は
、
利
用
料
金
か
ら
共

済
組
合
の
助
成
額
及
び
互
助
会
の

補
助
金
を
控
除
し
た
額
と
な
り
ま

す
。
た
だ
し
、
一
部
負
担
金
額
は

1,
0
0
0
円
以
上
必
要
と
な
り
ま

す
。

愛
媛
フ
ァ
ミ
リ
ー
健
康
相
談
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

　

面
接
相
談
に
つ
い
て
は
、
無
料

で
利
用
で
き
る
回
数
が
1
人
に
つ

き
1
事
業
年
度
5
回
ま
で
と
な
り
、

6
回
目
以
降
の
費
用
は
利
用
者
の

負
担
と
な
り
ま
す
。

保
健
事
業
の

一
部
変
更
に

つ
い
て

 

一
部
変
更
し
た
事
業

えひめ共済会館利用料金改定のお知らせ

宿泊料　平成26年4月1日～

宿　

泊　

料

客　室　タ　イ　プ 宿  泊  者  数 利  用  料  金
洋室シングル 1 人 4,644円
洋室シングル（バスなし） 1 人 3,564円

洋室ツイン・和室
1 人 5,400円
2 人 8,856円

バリアフリールーム
1 人 5,184円
2 人 7,776円

会議室使用料　平成26年4月1日～

会  

議  

室  

使  

用  

料

階 室　名 面積㎡
全　　日 午　　前 午　　後 夜　　間 時 間 増
9時～17時 9時～12時 13時～17時 18時～21時 1時間当たり

2　階
勝　山 71 24,408円 11,664円 15,876円 15,876円 4,212円
湯　月 40 16,956円 8,424円 10,584円 10,584円 2,916円
石　鎚 55 28,620円 13,824円 19,116円 19,116円 4,860円

4　階
豊　明 240 61,776円 30,888円 41,256円 41,256円 10,368円

（寿・雅） 120 30,888円 15,444円 20,628円 20,628円 5,184円
末　広 100 34,992円 17,496円 23,760円 23,760円 5,940円

5　階
真　珠 60 24,408円 11,664円 15,876円 15,876円 4,212円
椿 74 28,620円 13,824円 19,116円 19,116円 4,860円
桜 30 16,956円 8,424円 10,584円 10,584円 2,916円

9　階
（和室）

瀬　戸 85（51畳） 32,400円 16,200円 21,600円 21,600円 5,400円
（五　色） 50（30畳） 23,760円 11,340円 15,444円 15,444円 4,212円
（来　島） 34（21畳） 23,760円 11,340円 15,444円 15,444円 4,212円

備考　1 宿泊料は、消費税8%を含んだ料金です。
　　　2 組合員及び被扶養者の宿泊料は、上記金額からえひめ共済会館利用助成額〔1人1泊2,400円〕を控除します。（公費出張を除く。）
　　　3 宿泊日当日のキャンセルは、キャンセル料を申し受けますのでご了承ください。

備考　1 会議室使用料は、消費税8%を含んだ料金です。
　　　2 ご利用時間は、1時間単位でもご利用いただけます。
　　　3 ご利用時間は、準備・後片付けの時間を含めてお申込みください。
　　　4 組合員利用の場合は、会議室使用料を25%減額します。

5 ご利用者が会場を設営される場合は、会議室使用料を20%減額します。
6 会議はご利用日の6日前以降に、会食はご利用日の2日前以降にお取
　り消しをされた場合は、キャンセル料を申し受けますのでご了承く
　ださい。

平成 26年 4月 1日からえひめ共済会館の利用料金を下表のとおり改定いたしました。
また、客室タイプのAタイプ（耐震補強機材なし）とBタイプ（耐震補強機材あり）の区分を廃止いたしました。
より一層のサービスに努めてまいりますので、皆様のご利用をお願いいたします。
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○
は
じ
め
に

　

本
年
は
地
方
公
務
員
共
済
年
金
の

「
財
政
再
計
算
」
を
行
う
年
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、「
財
政
再
計
算
」
に
つ
い

て
ご
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め

に
、
今
回
は
、
共
済
年
金
の
財
政
の

現
状
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

《
財
政
再
計
算
と
は
…
》

　

共
済
年
金
制
度
の
運
営
は
、
組
合

員
が
納
め
る
掛
金
や
地
方
公
共
団
体

等
か
ら
の
負
担
金
、
利
息
及
び
配
当

金
な
ど
の
収
入
と
年
金
給
付
額
、
基

礎
年
金
拠
出
金
な
ど
の
支
出
と
が
長

期
的
に
均
衡
し
、
安
定
し
て
い
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

収
入
と
支
出
は
、
公
務
員
共
済
の

過
去
の
実
績
値
な
ど
に
基
づ
い
て
将

来
の
予
測
額
を
推
計
し
ま
す
が
、
将

来
に
わ
た
っ
て
収
支
の
均
衡
が
図
れ

る
よ
う
、
5
年
ご
と
に
算
定
基
礎
を

見
直
し
、
保
険
料
率
（
掛
金
率
と
負

担
金
率
の
合
計
）
を
計
算
し
直
す
こ

と
を
「
財
政
再
計
算
」
と
い
い
ま
す
。

　

こ
の
作
業
は
、
地
方
公
務
員
共
済

組
合
連
合
会
に
お
い
て
行
い
ま
す
。

　

な
お
、
一
昨
年
に
公
布
さ
れ
た
『
被

用
者
年
金
一
元
化
法
』
に
よ
り
、
平

成
27
年
10
月
か
ら
は
組
合
員
も
厚
生

年
金
に
加
入
す
る
こ
と
と
な
り
、
保

険
料
率
も
経
過
措
置
を
設
け
て
厚
生

年
金
の
保
険
料
に
統
一
さ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　

今
回
の
財
政
再
計
算
で
は
、
収
支

見
通
し
を
作
成
し
た
上
で
、
組
合
員

が
厚
生
年
金
に
加
入
す
る
ま
で
の
間

の
保
険
料
率
を
算
定
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

○
組
合
員
１
・
4
人
で
退
年
相
当
受

給
権
者
1
人
を
支
え
て
い
ま
す

　

組
合
員
数
は
、
昭
和
40
年
代
か

ら
昭
和
50
年
代
の
前
半
に
か
け
て

大
幅
に
増
加
し
、
平
成
6
年
度
で

3
3
4
万
人
の
ピ
ー
ク
に
達
し
た
後
、

減
少
に
転
じ
、
平
成
24
年
度
末
で
は

2
8
4
万
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
年
金
受
給
権
者
の
う
ち
、

退
職
年
金
、
減
額
退
職
年
金
及
び
組

合
員
期
間
25
年
以
上
（
経
過
的
に
20

年
〜
24
年
も
含
む
）
の
退
職
共
済
年

金
（
以
下
「
退
職
共
済
年
金
﹇
退
年

相
当
﹈」
と
い
う
。） 

の
受
給
権
者
は
、

制
度
発
足
以
来
、
年
々
増
加
し
、
平

成
24
年
度
末
で
は
1
9
9
万
人
ま
で

増
加
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
結
果
、
年
金
扶
養
比
率 

（
退

職
共
済
年
金
﹇
退
年
相
当
﹈
受
給
権

者
1
人
を
組
合
員
何
人
で
支
え
て
い

る
か
と
い
う
指
標
）
に
つ
い
て
み
て

み
る
と
、
組
合
員
数
が
ピ
ー
ク
に
達

し
た
平
成
6
年
度
に
は
2
・
8
人
、

平
成
24
年
度
に
は
組
合
員
1
・
4
人

で
退
職
共
済
年
金
﹇
退
年
相
当
﹈
受

給
権
者
1
人
を
支
え
て
い
る
状
態
と

な
っ
て
い
ま
す
。

地
共
済
年
金
財
政
の
現
状
に
つ
い
て
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○
組
合
員
の
う
ち
45
％
が
45
歳
以
上

の
者
と
な
っ
て
い
ま
す

　

平
成
24
年
度
末
に
お
け
る
組
合
員

の
年
齢
階
級 
（
カ
ッ
コ
書
き
は
構
成

割
合
）
の
う
ち
、
最
も
構
成
割
合
が

高
い
の
は
55
歳
〜
59
歳
の
15
・
5
％
、

次
い
で
50
歳
〜
54
歳
の
15
・
4
％
で

あ
り
、
若
い
年
齢
ほ
ど
組
合
員
数
は

少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、退
職
共
済
年
金
﹇
退
年
相
当
﹈

受
給
権
者
の
年
齢
階
級
の
う
ち
、
最

も
構
成
割
合
が
高
い
の
は
、
60
歳
〜

64
歳
の
25
・
8
％
、
次
い
で
65
歳
〜

69
歳
の
19
・
8
％
で
す
。
ま
た
2
つ

の
階
級
を
合
わ
せ
る
と
、
構
成
割
合
は

全
体
の
45
・
6
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
の
う
ち
約
45
％
を
占
め
る

45
歳
以
上
の
者
が
、
今
後
15
年
間
に

わ
た
り
順
次
退
職
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
る
た
め
、
退
職
共
済
年
金
﹇
退

年
相
当
﹈
受
給
権
者
に
つ
い
て
は
、

今
後
し
ば
ら
く
は
増
加
し
て
い
く
こ

と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

○
保
険
料
の
ほ
か
積
立
金
の
一
部
を

取
り
崩
し
て
給
付
を
賄
っ
て
い
ま
す

　

収
入
に
対
す
る
支
出
の
割
合
を
示

す
収
支
割
合
で
は
、
平
成
20
年
度
を

境
に
1
0
0
％
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

す
な
わ
ち
、
平
成
19
年
度
ま
で
は
、

収
入
が
支
出
を
上
回
り
、
そ
の
剰
余

を
後
年
の
給
付
の
た
め
に
積
立
金
と

し
て
積
み
立
て
て
き
ま
し
た
が
、
平

成
20
年
度
か
ら
は
支
出
が
収
入
を
上

回
り
、
積
立
金
の
一
部
を
取
り
崩
し

て
給
付
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

 

○
お
わ
り
に

　

以
上
の
と
お
り
、
組
合
員
の
減
少
、

年
金
受
給
権
者
の
増
加
に
よ
り
、
収

入
に
対
す
る
支
出
の
割
合
は
毎
年
増

加
し
、
積
立
金
の
減
少
額
も
次
第
に

増
加
し
て
き
て
い
ま
す
。
今
後
も
組

合
員
の
減
少
と
年
金
受
給
権
者
の
増

加
に
つ
い
て
は
、
注
視
し
つ
つ
、
将

来
に
わ
た
っ
て
収
支
の
均
衡
が
図
れ

る
よ
う
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

平成26年は、財政再計算の年です。
　地方公務員共済組合連合会では、ホームページに財政再計算に

関する情報を掲載しています。

　今後、財政再計算についての関連情報等を掲載していきますの

で、ぜひ、ご覧ください。http://www.chikyoren.or.jp/ （地方公

務員共済組合連合会トップページ）トップページの、「財政再計算

（掛金率の改定等）」からご覧いただけます。

地方公務員共済組合連合会



 

貯
金
事
業

 

物
資
供
給
事
業

 

貸
付
事
業
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安
全
・
有
利
な
普
通
貯
金
で
、
加
入
率
は

60
％
を
超
え
て
い
ま
す
。

　

預
入
方
法
は
、
給
料
・
賞
与
か
ら
の
控
除

（
天
引
き
）に
よ
る
定
例
貯
金
と
随
時
取
扱
金

融
機
関
の
窓
口
か
ら
払
込
む
臨
時
増
額
貯
金

と
が
あ
り
ま
す
。
払
戻
し
は
、
請
求
書
を
提

出
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
よ
り
送
金
日
に
指

定
口
座
へ
送
金
し
て
い
ま
す
。

　

無
理
な
く
計
画
的
に
貯
金
で
き
ま
す
の

で
、
加
入
に
つ
い
て
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ん
が
共
済
組
合
指
定
店

（
別
冊「
物
資
供
給
事
業
契
約
業
者（
指
定
店
）

名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）で
自
動
車
等
を

購
入
す
る
際
に
、
購
入
費
用
の
全
部
又
は
一

部
を
共
済
組
合
が
立
て
替
え
て
支
払
う
事
業

で
す
。

　

貸
付
事
業
と
異
な
り
、
利
用
者
は
給
料
及

び
賞
与
か
ら
の
償
還
回
数
等
を
柔
軟
に
設
定

で
き
ま
す
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ん
が
、
住

宅
の
建
築
や
改
修
、
教
育
な

ど
の
資
金
を
必
要
と
す
る
と

き
、
共
済
組
合
が
そ
の
資
金

の
貸
付
け
を
行
う
事
業
で
、

貸
付
金
額
に
対
応
す
る
償
還

表
に
よ
り
償
還（
返
済
）し
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

収
入
と
支
出
の
バ
ラ
ン
ス

を
よ
く
考
え
、
計
画
的
に
ご

利
用
く
だ
さ
い
。

●
●
●
●
新
組
合
員
の
皆
さ
ん
へ
●
●
●
●

共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内

　

共
済
組
合
で
は
、
共
済
事
業
の
中
心
で
あ
る
医
療
保
険
制
度
・
年
金
制
度
の
他
に
、
組
合
員

の
皆
さ
ん
の
生
活
の
安
定
と
福
祉
の
増
進
を
目
的
と
し
た
福
祉
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
福
祉
事
業
の
中
か
ら
、
貯
金
、
物
資
、
貸
付
の
三
事
業
を
ご
案
内
し
ま
す
。

各事業の詳細については
共済組合ホームページを
ご覧ください。
(http://www.ehime-
kyosai.jp/)

年　　利 1.0%(税引後0.79685%)

預入方法

○定例貯金
毎月の給料又は賞与から申出の金額
（千円単位）を控除（天引き）する方法
○臨時増額貯金（随時）
取扱金融機関の窓口から任意の
金額（千円単位）を払込む方法
※併用もできます。

払戻方法

◇共済貯金払戻請求書を提出して
いただくことで、送金日に共済
組合届出口座へ送金します。

◇送金日は月4回程度です。詳しく
は共済組合ホームページ「貯金払
戻スケジュール」をご覧ください。

（平成26年4月1日現在）

貸付種類 申込事由 貸付限度額 年利(変動金利) 送金日等

普 通 貸 付 生活必需物資の購入等で臨時に資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66% 15日・月末の前日

住 宅 貸 付 自ら居住するための住宅を新築・購入・増改築・修理又は土地を
購入するとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.66% 月末の前日

在宅介護対応
住 宅 貸 付

自ら居住するための住宅を要介護者に配慮した構造を有する
住宅にするとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.40% 月末の前日

災 害 貸 付 水震火災その他の非常災害等により組合員の居住かつ所有す
る住宅に損害を受けて臨時に資金が必要なとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.22% 月末の前日

医 療 貸 付 組合員又はその被扶養者の保険適用外の療養に係る支払いの
ため資金が必要なとき 給料月額×6（上限100万円） 2.66% 15日・月末の前日

入 学 貸 付 組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校等に入
学するために資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66% 15日・月末の前日

修 学 貸 付 組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校等で修
学するために資金が必要なとき 修業月数×10万円（修業年度毎に貸付） 2.66% 15日・月末の前日

結 婚 貸 付 組合員又はその被扶養者等が結婚する際に資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66% 15日・月末の前日

葬 祭 貸 付 組合員の配偶者・子・父母の葬祭で資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66% 15日・月末の前日

高 額 医 療
貸 　 　 付

組合員又はその被扶養者が高額療養費の支給対象となる療養
の支払いのため臨時に資金を必要とするとき 高額療養費相当額 無利息 随時

出 産 貸 付 出産費又は家族出産費の支給対象となる出産に係る支払いの
ため臨時に資金が必要なとき 出産費又は家族出産費相当額 無利息 随時

財 形 住 宅
貸 付 事 業

全国市町村職員共済組合連合会が行う財形住宅貯蓄に係る財
形住宅資金貸付事業

地方公務員等財産形成事業計画において
定める金額の範囲内 5年毎の変動金利 6月・10月

（平成26年4月1日現在）

年　　利 2.9%（変動金利）

立替限度額 200万円

償還方法等

給料及び賞与からの控除（天引
き）による償還

毎月償還分は60回以内、賞与
償還分は立替金額の半分以内で
自由に設定できます。

購入票締切日
毎月5日及び20日
※物資購入票は締切日に共済組
合必着です。

（平成26年4月1日現在）
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平
成
25
年
10
月
1
日
か
ら
平
成
26
年
3
月
31
日

ま
で
の
半
年
分
の
利
息（
年
利
1
・
0
%
、
税
引
後

0
・
7
9
6
8
5
%
）を
計
算
し
、
元
金
に
組
み
入

れ
ま
し
た
。

　

4
月
下
旬
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
に「
共
済
貯
金
現

在
残
高
通
知
書
」の
配
付
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
貯

金
加
入
時
に
お
配
り
し
て
い
ま
す
貯
金
控
帳
と
あ

わ
せ
、
残
高
管
理
に
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

　

※
昨
年
ま
で
お
配
り
し
て
い
た
ポ
ケ
ッ
ト
カ
レ

ン
ダ
ー
は
取
り
止
め
ま
し
た
の
で
、
ご
了
承
く
だ

さ
い
。 共

済
貯
金
の
お
知
ら
せ

利
息
を
元
金
に
組
み
入
れ
ま
し
た

※払戻請求書締切日は、払戻請求書を共済組合が受付けた日です。
※詳しくは共済組合ホームページ「貯金払戻スケジュール」をご覧ください。

ゴールデンウィーク期間中の
共済貯金の払戻予定

払戻請求書
締切日※ 送金予定日

4月24日(木) 4月28日(月)

【注意】 4月29日から5月8日まで  　　　 　　　 の間は送金がありません。

5月2日(金) 5月9日(金)

貸
付
事
業

　

今
年
度
か
ら
、
貸
付
事
業
の
制
度
内
容
が

次
の
よ
う
に
変
わ
り
ま
し
た
。

■
抵
当
権
の
廃
止

　

平
成
18
年
6
月
以
降
に
貸
付
け
た
、

4
0
0
万
円
を
超
え
る
住
宅
貸
付
及
び
災
害

貸
付
の
貸
付
条
件
で
あ
っ
た
抵
当
権
の
設
定

が
、
平
成
26
年
4
月
以
降
は
廃
止
と
な
り
ま

し
た
。

■
保
険
料
一
部
負
担
金
の
廃
止

　

平
成
18
年
6
月
以
降
に
貸
し
付
け
た
普
通

貸
付
、
特
別
貸
付
及
び
抵
当
権
の
設
定
を
要

し
な
い
住
宅
貸
付
・
災
害
貸
付
の
貸
付
利
率

に
加
算
さ
れ
て
い
る
債
権
保
全
費
用
の
保
険

料
一
部
負
担（
年
0
・
0
6
%
）が
廃
止
さ
れ

ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
貸
付
の
償

還
利
率
が
年
0
・
0
6
%
下
が
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
変
更
内
容
は
、
平
成
26
年
4
月

現
在
償
還
中
で
あ
る
貸
付
金
に
も
適
用
さ
れ

ま
す
。

　

該
当
者
の
方
に
は
、
所
属
所
の
共
済
事
務

担
当
課（
係
）を
通
じ
、
お
っ
て
ご
案
内
い
た

し
ま
す
。

抵
当
権・一
部
負
担
金
を
廃
止

し
ま
し
た〜

平
成
26
年
4
月
か
ら
〜

【共済貯金】 ボーナス定例貯金を始めます  平成26年6月期から
今年度から、共済貯金の事業内容が次のように変わりました。

ボ
ー
ナ
ス
か
ら
の
控
除
に
よ
る

定
例
貯
金
の
新
設

　

毎
月
の
給
料
か
ら
の
控
除
に
よ
る
定

例
貯
金
に
加
え
、こ
れ
と
は
別
に
、ボ
ー

ナ
ス
（
期
末
勤
勉
手
当
）か
ら
の
控
除
に

よ
る
定
例
貯
金
が
ご
利
用
可
能
と
な
り

ま
し
た
。

　

平
成
26
年
6
月
期
か
ら
、6
月
及
び

12
月
の
年
2
回
、任
意
の
金
額
（
千
円
単

位
）を
貯
金
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。

※
ボ
ー
ナ
ス
控
除
に
よ
る
定
例
貯
金
に

関
す
る
お
手
続
の
詳
細
は
、所
属
所
の

共
済
事
務
担
当
課
（
係
）へ
お
問
合
せ

く
だ
さ
い
。

一
部
払
戻
に
係
る
送
金
通
知

の
廃
止

　

昨
年
度
ま
で
解
約
及
び
一
部
払
戻
の

送
金
時
に
お
送
り
し
て
い
た
「
共
済
貯

金
送
金
通
知
書
」が
廃
止
さ
れ
、今
年
度

か
ら
、解
約
の
送
金
時
に
の
み
「
貯
金
解

約
通
知
書
」を
お
送
り
す
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
の
で
、ご
了
承
く
だ
さ
い
。

様
式
変
更

　

次
の
様
式
が
変
わ
り
ま
し
た
。

・「
貯
金
加
入
申
込
書
（
様
式
第
1
号
）」 

・「
臨
時
増
額
貯
金
払
込
通
知
書
（
様
式

第
2
号
）」

・「
変
更
届
（
様
式
第
3
号
）」

※
今
月
か
ら
新
様
式
を
使
用
し
て
く
だ

さ
い
。（
新
様
式
は
所
属
所
の
共
済
事
務

担
当
課
（
係
）に
あ
り
ま
す
。）

■物資指定店の変更・取消

区分 年月日
（変更は届出日） 指 定 店 名 取扱商品 指 定 店 名 取扱商品

店舗取消

H26.1.10

愛媛日産自動車㈱
ビートスクェア今治 自動車

店名変更

愛媛日産自動車㈱

新

川之江店 ←

旧

ビートスクェア川之江

自動車 新 旧 自動車

新居浜上泉店 ← アミックス新居浜上泉店
新居浜萩生店 ← アミックス新居浜萩生店
カータウン今治 ← カーパレス今治
今治別宮店 ← アミックス今治別宮店
今治唐子浜店 ← アミックス今治唐子浜店
宮西店 ← ビートスクェア宮西
天山店 ← ビートスクェア天山
カーセブン松山北店 ← カータウン松山

衣山店 ← アミックス衣山
カータウン衣山 ← アミックスギャラリー
久米店 ← アミックス久米
松山インター店 ← アミックス森松
ジャガー・ランドローバー愛媛 ← ジャガー愛媛
八幡浜店 ← ビートスクェア八幡浜
大洲店 ← アミックス大洲
宇和島高串店 ← ビートスクェア宇和島
宇和島和霊店 ← アミックス宇和島



愛媛県産の食材にこだわった夕食を是非ご堪能ください。

～お品書き～
小鉢　子持ち白魚　天盛り水菜

吸物　蛤潮汁

刺身　鰆桜花漬刺身

蒸物　ホゴの若狭煮

焼物　伊予牛ビフカツ鉄板焼き

揚物　筍の桜葉揚げ

御飯　じゃこ飯　漬物

果物　季節のシャーベット

四季の伊予路プラン

※その他ご予算に合わせた各種宴会料理をご用意させていただきますので、お気軽にお問い合わせください。

◎発行所／愛媛県市町村職員共済組合　松山市三番町5丁目13-1
◎編集発行人／山内 定樹　URL http://www.ehime-kyosai.jp/　 環境にやさしい大豆油インキを

使用しています。

ご予約・お問い合わせは ...................................

えひめ共済会館
TEL 089-945-6311
FAX 089-945-6322
〒790-0003 松山市三番町5丁目13-1
http://www.ehime-kyosai.jp/kaikan/

「四国4県共済会館・宿泊施設合同キャンペーン」

平成27年3月31日まで
1県目  お一人様 1泊2食付 7,500円(税込)
2県目  10％off 3県目  50％off 4県目  無料

「四国旅劇場」
「四国4県共済会館・宿泊施設合同キャンペーン」

四国の味を
食べ尽くそう！

第
2
幕

ご予約はお電話にて
好評承り中♪♪巡れば巡るほど、お得になる

詳しくはえひめ共済会館ホームページをご覧ください。

表
紙
に
よ
せ
て

冨と
み

士す

山や
ま

の
つ
つ
じ（
大
洲
市
）

　

そ
の
姿
が「
富
士
山（
ふ
じ
さ
ん
）」

に
似
て
い
る
こ
と
か
ら
名
付
け
ら
れ

た
「
冨
士
山（
と
み
す
や
ま
）」
は
、

大
洲
盆
地
の
中
央
に
位
置
し
、
頂
上

に
登
れ
ば
、
蛇
行
す
る
肱
川
を
一
望

で
き
る
ビ
ュ
ー
ポ
イ
ン
ト
で
す
。
冨

士
山
は
西
日
本
有
数
の
つ
つ
じ
の
名

所
で
、
昭
和
42
年
か
ら
植
栽
し
た
つ

つ
じ
は
現
在
で
は
約
6
3,
0
0
0

本
に
な
り
、
つ
つ
じ
が
満
開
の
頃
に

は
、
冨
士
山
が
ピ
ン
ク
色
の
帽
子
を

か
ぶ
っ
た
よ
う
に
見
え
ま
す
。

　

毎
年
4
月
25
日
〜
5
月
15
日
の
間

〝
つ
つ
じ
ま
つ
り
〞
が
開
催
さ
れ
、

見
頃
と
な
る
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク

中
に
は
県
内
外
か
ら
の
多
く
の
観
光

客
で
賑
わ
い
ま
す
。

期間：平成26年5月31日まで

─組合の現況─
（平成26年2月末現在）

◎所属所数 ..................................................................41
◎組合員数 .............................................14,715人
　　　　男 .................................................9,627人
　　　　女 .................................................5,088人
◎平均給料月額（短期） ..........310,560円
◎被扶養者数 .......................................17,806人
　（含任継 ...............................................内 241人）
◎任意継続組合員 ......................................356人
◎年金受給者数 ..................................16,788人

お1人様

1泊2食付

※朝食はバイキング形式となります。

7,100円




